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政策評価（令和８年度）

１　戦略のねらい

２　施策評価の結果

※施策評価の結果：ａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅの５段階で判定した結果

３　総合評価結果と評価理由

　※定量的評価：施策評価結果を点数化して平均点を算出し、Ａ相当、Ｂ相当、Ｃ相当、Ｄ相当、Ｅ相当の５段階に判定する。

　 　・施策評価結果の配点　ａ：４点、ｂ：３点、ｃ：２点、ｄ：１点、ｅ：０点

　 　・判定基準（平均点）　 　Ａ相当：４点、Ｂ相当：３点以上４点未満、Ｃ相当：２点以上３点未満、Ｄ相当：１点以上２点未満、Ｅ相当：１点未満

　※総合評価：定量的評価を基本とし、定性的評価を考慮する必要がある場合には、総合的な観点からA、B、C、D、Eの５段階に判定する。

４　主な課題と今後の対応方針

　※課題と今後の対応方針の各施策の詳細については、施策評価調書を参照

５　政策評価委員会の意見

政策評価調書

　戦略６　教育・人づくり戦略

　幹事部局名 教育庁 　評価者 政策企画部長 　評価確定日 令和８年７月31日

　本県教育の基本である「ふるさと教育」を一層推進しながら、心豊かで郷土愛に満ち、高い志と公共の精神を持って
未来を力強く切り拓く人づくりに取り組みます。

施策評価の結果

2022（Ｒ４） 2023（Ｒ５） 2024（Ｒ６） 2025（Ｒ７）

目指す姿１秋田の将来を支える高い志にあふれる人材の育成 ｅ ｃ ｄ ｅ

目指す姿２確かな学力の育成 ｂ ａ ｂ ｂ

目指す姿３グローバル社会で活躍できる人材の育成 ｂ ｂ ｃ ｃ

目指す姿４豊かな心と健やかな体の育成 ｂ ｂ ｃ ｂ

目指す姿５地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化 ｂ ｂ ｅ ｅ

目指す姿６生涯にわたり学び続けられる環境の構築 ｂ ｄ ｂ ｂ

総合評価 評価理由　　　　　

　指標として設定している「高校生のインターンシップ参加
率」は、進学者の多い高校において大学卒業後のキャリア形成
を見据えたインターンシップの重要性を十分に浸透させること
ができず、４年間の目標を達成することができなかった。

　令和８年度からの４年間を推進期間とする秋田県総合計画では、
進学者の多い学校においても大学等卒業後のキャリア形成を見据え
たインターンシップの意義を周知し、参加率の更なる向上を図る。
併せて、デジタル・インターンシップへの積極的な参加に向け、関
係機関との連携を強化する。

など　 など　

　指標として設定している「学んだことを振り返って次の学習
につなげることができる児童生徒の割合」は、４年間を通して
全国平均を上回っているものの、本プランで設定した目標値を
達成することはできなかった。

　令和８年度からの４年間を推進期間とする秋田県総合計画で示し
ているとおり、新たな時代に対応した「秋田の探究型授業」を推進
することで、学んだことを振り返って次の学習につなげることがで
きる児童生徒の割合を高水準で維持していく。

など　 など　

　指標として設定している「英検３級以上相当の英語力を有す
る中学３年生の割合」は、各種調査や高校入試等の結果分析に
より全県的な課題を見いだし、研修会や学校訪問を通じて指導
内容の共有を図ってきたものの、４年間目標を達成することが
できなかった。

　令和８年度からの４年間を推進期間とする秋田県総合計画では、
本指標を「グローバル化に対応した外国語教育の推進」における指
標として引き続き設定し、授業中の英語での言語活動を充実させつ
つ、知識定着や正確性を高める取組を行うことで、生徒の英語力向
上につなげる。

など　 など　

　インターネットの利用に関する出前講座の実施自治体数は累
積21市町村にとどまり、全市町村での実施達成には至らなかっ
た。未実施の市町村においては、保護者等の多忙化により機会
の確保が困難なことが主な要因である。一方で、ＳＮＳ利用の
低年齢化に伴い、家庭内での悩みは深刻化・個別化しており、
早期の啓発活動が必要である。

　目標未達成の現状を踏まえ、本事業を「あきたの家庭教育パワー
アップ事業」へ統合し、これまでのネットパトロール知見を家庭教
育支援の現場へ直結させて生かしていく。短時間講座の提供等、実
施形態を柔軟に見直すとともに、直接保護者に寄り添う家庭教育支
援チームの指導者も対象とし、保護者の不安に寄り添った実効性の
高い見守り体制を推進する。

など　 など　

　地域社会や県内産業が抱える課題が多様化・複雑化する中、
県内高等教育機関が持つ高度な知見や技術を、地域の課題解決
や産業振興に結び付ける上で、自治体や企業等との連携体制が
不十分となっている。

　各高等教育機関の特色を生かした教育研究への支援を継続すると
ともに、大学等が有する知見や技術が地域社会へ効果的に還元され
るよう、自治体や企業・団体との連携強化を推進する。

など　 など　

　子育て・働き盛りの世代や若い世代を中心に、読書時間の確
保が困難な傾向が見られるほか、情報通信手段の多様化による
読書離れの傾向が顕著である。

　第４次読書活動推進基本計画に基づき、ライフスタイルに応じた
読書活動を促進するため、「あきたブックネット」等により読書の
魅力や多様な読書方法等を発信する。あわせて、民間団体と連携し
た気軽に参加できる読書イベント等の開催により、読書を通じた交
流機会を提供するなど、県民の読書への興味・関心を高めていく。

など　 など　

施　　　策

Ｄ
　施策評価の結果を基にした定量的評価が「Ｄ相当（平均点1.83）」であることから、総合評価は
「Ｄ」とする。

目指
す姿

　課題（戦略の目標達成に向けた課題など） 今後の対応方針（重点的・優先的に取り組むべきこと）
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　自己評価の「Ｄ」をもって妥当とする。
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